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第１節 問題意識  
 
 建設業界の現状を考察した場合に、業界の縮小というものが必然的に問題とな
る。国土交通省の調査によると (ウエブサイト公開資料 2018)、建設産業は平成 4
年をピークとし、84 兆円の建設投資額から減少を続けていた。平成 22 年度には、
約 41 兆円とピーク時の半分近くまで落ち込んだこととなる。  
その後徐々に売上は回復しているが、50 兆円を超えたあたりでここ数年は伸び
悩んでいる。建設業界への就業者の数もピーク時には 685 万人 (平成 9 年 )であっ
たが、平成 27 年においては 500 万人とピーク時の 27%減という就業者数となっ
ている。建設業者数でいうと、許可業者数が平成 11 年度末において 60 万業者あ




 建設業者の構成としては、民間プロパー業者が約 9 万業者、経営事項審査受信
業者が約 14 万企業となっている。建設業許可業者が 47 万業者あるので、半数の















おり、人口減少・少子高齢化が進んでいる。我が国の総人口は平成 22 年の 1 億
2806 万人をピークに減少に転じている (図表 1)。  
平成 60 年には、人口 1 億人を割ることが見込まれている。また、このころに
は 4 人に 1 人が 60 歳以上の高齢者 (図表 2)となることも予測されている。  
 































































2 BCP とは Business Continuity Plan の略であり、事業継続計画のことであ
る。  





































































































第一章 多角化戦略についての一考察  
 







































第２節 経営戦略とは  
 
 経営戦略はもともと、軍事学の用語であった「戦略」(strategy)という概念から


























の相乗効果 )」の４つである。この Chandler(1962)や Ansoff(1957)による研究に
環境適応のパターン（企業と環境のかかわり方）を将来志向的に示す構想であり、企業内
の人々の意思決定の指針となるもの  




有斐閣アルマ 2006  p.14 
市場の中の組織としての活動の長期的な基本設計図  
伊丹敬之『経営戦略の理論（第 3 版）』日本経済新聞出版社  2003  p.2 
「企業や事業の将来のあるべき姿とそこに至るまでの変革のシナリオ」を描いた設計図  





沼上幹『わかりやすいマーケティング戦略（新版）』有斐閣アルマ 2008  p.3 
企業の将来像とそれを達成するための道筋  
青島矢一・加藤俊彦『競争戦略論』東洋経済新報社  2003  p.17 
いかに競争に成功するか、ということに関して一企業が持つ理論  
ジェイ・Ｂ・バニー『企業戦略論―競争優位の構築と持続（上）基本編』ダイヤモンド社  
2003  p.28 
持続的競争優位性（ sustainable competitive advantage）を達成するためのポジション
（positioning）を構築すること  
コーネリス・Ａ・デ・クルイヴァー、ジョン・Ａ・ピアーズⅡ世  




済新報社  2004  p.9 





























































(1) 全社戦略  
 全社戦略 (corporate strategy)は、企業戦略とも呼ばれ、全体としての活動領域
の設定にかかる基本方針である (網倉・新宅 2011,p.8)。つまり、経営層が自社の











(2) 事業戦略  









(3) 機能戦略  
 機能とは、企業が行っている様々な活動ごとに分類したもののことで、職能と
も呼ばれる。機能戦略は、研究開発・購買・生産・販売・マーケティング・財務・





(4) 事前計画戦略  
 戦略を時系列的に考察すると、構想された戦略を事業計画へと落とし込みこと
が必要である。通常事業計画を立案するためには、事業計画の実現可能性を考慮






















(6) 戦略の先行研究  
 1960 年代のアメリカにおいて、経営学の概念として軍事用語であった、戦略と
いう言葉をもちいて、経営戦略を最初に説明された (Chandler,1962,p.13)。そもそ


















特性 )」、「シナジー (製品、市場分野間の相乗効果 )」の４つである (石井他 ,1996)。 
 















第４節 多角化とは  
 
 (1) 多角化の位置づけ  
 多角化は企業の成長戦略の一つであるので、多くの戦略の中から企業はどの戦








ように Ansoff(1957)が提唱したような成長ベクトルで考えることができる。  
 





































































業の 領 域を 超 えて 、 事業 領 域 ( 製 品分 野 ) を拡 大 して い くこ と を「 多 角化





























































ⅰ )既存の製品ラインの技術進歩を促すための垂直的多角化  
ⅱ )軍需市場のカバレッジを拡大するための水平的多角化  
ⅲ )総売上に占める民生向けの製品の売上比率を高めるための水平的多角化  




ⅳ )不況時に売上を安定させるための集約的多角化  







(2) 多角化のタイプ  
 多角化を大きくわけると関連型の多角化 (related diversification)と非関連型の















































②  非関連型多角化の特徴  
 非関連型多角化の特徴としては既存の主要事業と関連が薄い分野へ進出すると
いうことが大きな特徴であり、既存事業とは異なる成功要因を持つことが成功へ












③  関連型多角化と非関連型多角化のタイプとパフォーマンス  
 関連型多角化と非関連型多角化のタイプとパフォーマンスについては、欧米企
業を対象とした Rumelt(1974)(図表 5)と吉原他 (1981)(図表 6)が先行研究として
あげられる。  
 




投 下 資 本 収
益率  
（ROC）  
自 己 資 本 利
益率  
（ROE）  
売上成長率  利益成長率  
垂直型  -2.28 -2.46 -1.59 -1.38 
専業型  0.29 0.56 -1.84 -3.91 
本業 -集約型  2.19 2.27 0.47 0.36 
本業 -拡散型  
および本業非関連  
-1.83 -2.36 -2.08 -0.62 
関連 -集約型  1.45 1.47 0.61 1.67 
関連 -拡散型  -0.09 -0.36 -0.95 -1.57 
非関連型  -1.12 -2.26 -2.91 -0.94 









全体平均  10.52 12.64 9.01 8.72 
（注）各戦略タイプのパフォーマンスは全体平均からの偏差で示してある。  
 出所：Rumelt(1974),邦訳 ,pp.120-122. 




投 下 資 本 収
益率  
（ROC）  
自 己 資 本 利
益率  
（ROE）  
売上成長率  利益成長率  
垂直型  -2.24 -1.76 -1.76 -0.25 
専業型  0.57 1.08 -0.99 -5.14 
本業 -集約型  4.28 1.50 -1.36 -0.01 
本業 -拡散型  -0.88 1.49 0.87 -1.56 
関連 -集約型  2.67 1.77 2.55 3.18 
関連 -拡散型  -1.14 -0.89 1.25 3.05 
非関連型  -2.26 -1.67 0.14 1.17 
全体平均  13.13 10.78 14.59 11.56 
（注）各戦略タイプのパフォーマンスは全体平均からの偏差で示してある。  
（出所）吉原他 , (1981),p.160. 
 
























他 ,1996, p.115)(図表 7)。  
 










   
出所：石井他 ,1996,p.115. 
 
(3) 多角化の先行研究  
 多角化理論研究の代表者としては、Penrose(1995)があげられる。彼女は「会社
























１ 環境情報（市場情報と技術情報）：環境から企業への情報の流れ  
２ 企業情報：企業から環境への情報の流れ  






















の点については、吉原ら (1981)の研究が 1980 代初めに行われていたことから、





 特に吉原ら (1981)は、多角化の程度を決定づける要因として  
 
①  既存事業の産業成長率が低い  
②  既存事業の市場集中度が高い  
③  既存事業の市場集中度の成長率が高い  
④  企業規模が大きい  
⑤  資金余裕が大きい  
⑥  売上高研究開発費率が高い  
⑦  売上高広告宣伝費率が高い  
⑧  収益・成長目標ギャップが大きい  






























































































第６節 考察  
 






























































(1) 環境情報 (市場情報と技術情報 )：環境から企業への情報の流れ  
(2) 企業情報：企業から環境への情報の流れ  








































































































第二章 ブルー・オーシャン戦略に関する一考察  
 

































































図表 9 戦略のスイート・スポット  
 





















































































































































第４節 ブルー・オーシャン戦略の実践  
 
ブルー・オーシャン戦略の実行プロセスとして、  
①  業界の競争構造の分析  
②  ターゲットの明確化  
③  コンセプトの具体化  
④  ビジネスモデルの再構築  
⑤  戦略的価格設定とコスト戦略  
⑥  ブルー・オーシャン戦略のチェック  




を引き直して競争を迂回することである。 (Kim, ＆manborgne 2007)市場の境界
を引き直すためには、まずは現状分析が必要不可欠である。ブルー・オーシャン
戦略の現状分析ツールとしては、戦略キャンバスが活用される。 (図表 11、12)戦








 以下に家庭用ゲーム業界の戦略キャンバス (図表 11)と、ソニーPS３と任天堂














庭ゲーム )。そして、性能を向上させることにより (2006 年頃の家庭ゲーム )、とな
るが、競争する内容は同じである。つまり、製品間に顕著な差異がなくなってお
り、企業の競争は他社よりも安くということに尽きることになっているのである




図表 11 家庭用ゲーム業界の「戦略キャンバス」  
 






出所：安部 ,2011, p.50. 
 戦略キャンバスにおいて、レッド・オーシャンから抜け出すということは、価
値曲線を変革することを意味する (吉田 ,2009)。例えば図表 12 において、後発で








となる (図表 12)。  
 
図表 12 ソニーPS3 と任天堂 Wii の戦略キャンバス  






























できる (図表 13)。  
このような 4 つのステップで説明できる成功事例としてシルク・ドゥ・ソレイ






















































































の理解が深まるということができる (Kim＆manborgne,2007,p.119)。  
 






























































出所：Kim＆manborgne ,2007 p119. 
 










おいては必ず抵抗されるものである (清水 ,2015)。  































図表 16 公正なプロセスは人々の姿勢や行動にこう影響する  













第６節 ブルー・オーシャン戦略の先行事例研究  
 
(1)  アメリカでの自動車産業の事例 (Kim＆manborgne,2007,pp.251-258) 
 アメリカで自動車産業が産声を上げたのは、1893 年である。当時は自動車が高
級品であり、世帯年収の 2 倍という高価なものであった。1908 年にヘンリー・フ





















図表 17 T 型フォードの戦略キャンバス  
 
 






















いうことができる (４回目のブルー・オーシャン )(図表 20)。  
 














図表 20 ミニバンの戦略キャンバス  
 
 




















成功した (１回目のブルー・オーシャン )(図表 21)。  
図表 21 CTR の戦略キャンバス  
 
 








ン )(図表 22)。  
  






功した (３回目のブルー・オーシャン )(図表 23)。  
 
図表 23 パーソナルコンピューターの戦略キャンバス  
 














の (Kim＆Mauborgue,2015)、技術革新の要素が強い。  
  
 
図表 24 コンパック製 PC サーバーの戦略キャンバス  
 






















図表 25 デルの戦略キャンバス  
 






















第７節 考察  
 






























































11,12,17～25)において、11 の図を比較するとその比較項目は 35 にも及んでいる。
そして共通する項目として最も多かったのは、価格で 15、次いで種類（選択肢の






























































第８節 おわりに  
  






























































第三章 ホワイトスペース戦略に関する一考察  
 
















































































































(2)  ４つの箱  













図表 26 ビジネスモデル【４つの箱】  
 






























 ビジネス (ビジネスモデル )を正確に理解するためには、①顧客価値提案、②利
益方程式、③主要経営資源、④主要業務プロセスの４つの要素を理解することが
必要である (Johnson,2010,p.53)。  
 






















四つの変数で構成される (Johnson,2010,p.63)。  
ⅰ）収益モデル  
 どれだけの売上を得られるのか (販売数量×価格 )という数式で表現できる。販
売数量は取引回数などを基準に判断する。付随的な売上も検討する必要がある。  
ⅱ）コスト構造  










 上記四つの変数はお互いに緊密に関連している。  


















































合には、ビジネスモデルのイノベーションが不要な場合がある (図表 27)。  
 




 ホワイトスペース  
既存の組織に適合
する  
コアスペース                
                           
隣接スペース                
                         
 既存の顧客ニーズを従来
の方法で満たす  
既存の顧客もしくは新              
しい顧客のニーズを従                     
来と根本的に異なる方                     
法で満たす  
                         （ 顧 客 の 性 格 ）  
 
 出所：Johnson,2010 邦訳 ,p.29 筆者加筆  




































第５節 先行研究における問題点  
 

















図表 28 拡大再生産におけるコアスペースの変化  
 
















 (2)  コアスペースの変更  
 コアスペースについては、企業の拡大再生産という方向からの変化だけではな
事業領域  
時 間  







   















                  ホワイトスペース  
























時 間  






合わせて、隣接スペースを取り込む形で変化していくということである (図表 29)。 
 






















































かの決定要因が介在しているはずである (図表 30)。  
具体的に、ホワイトスペース戦略を採用するという決定に至るには、コアスペ





図表 30 進出分野決定への影響  
 













境であるということができる (図表 31)。  
図表 31 進出分野決定の決定要因  
 





















































図表 33 事業の方向性決定によるドメインの変更イメージ  
 
隣接スペース  
























当するものと考える (図表 34)。  
つまり、市場構造の変化とは、いわゆる需要の変化であり、それは、消費市場
を取り巻く環境の変化と、それを形成する生活者自体の行動によって変容する（寺
本 2007）。  

























































































































図表 36 進出可能な領域  
 
 






図表 37 ホワイトスペースへ進出判断のメルクマール  
 




















図表 38 ホワイトスペース戦略のフレームワーク  
 








第９節 建設業界のホワイトスペース  
 
(1)  建設業界から環境産業へ  
 環境産業は、経済産業省の試算によると、1998 年の 21 兆円市場が、2012 年に
は 86 兆円特に、産業廃棄物処理やリサイクル事業は、1998 年の 16 兆円から、




































第１０節 考察  
 




































(2)  ホワイトスペース戦略の限界  
ホワイトスペース戦略は自社分析からはいることで、中小企業においても活用
が可能な戦略であるということができる。ただ、ビジネスモデルを変えるという





























































































 第四章 ダイナミック・ケイパビリティに関する一考察  
                              
第１節 はじめに  






























































じて組織の資源ベースを変化させることまでを含めて論じている (図表 40)。  
Eisenhardt and Martin(2000)はダイナミック・ケイパビリティを「企業が市場変







































いるのである (図表 41)。  





図表 41 ダイナミック・ケイパビリティの能力  
 


















環境が変化した後に対応する場合 (過去 )と、環境変化を自ら今後作り出す (未来 )と














































図表 45 経営資源に働きかけるダイナミック・ケイパビリティ  
 
















他 ,2007)。  
 













(Teece 2016)。  
 












ンシングについてのフレームワークが提示されている (図表 46)）。  
 
 
図表 47 戦略的意思決定のスキル  
 






















められているものである (図表 48)。  
 









各々単独で存在するものではなく、 (1)感知・形成→ (2)活用→ (3)再構成とスパイ
ラルを形成しているものである（図表 49）。  
 





















第４節 経営層とダイナミック・ケイパビリティ  
 













伴う場合が多い。このような二つの異なった性質の戦略を Helfat 他 (2010)では、
既存戦略の再構築と新しい領域への戦略の拡張と表現している (図表 50)。特に経
営者は自社の優位性に自信を持っている場合には、環境変化を受け入れがたく、
実際に生じている変化を把握していないことが多い (Helfat 他 ,2010)。先行研究に
おいては、経営層が環境変化にまつわるデータを十分に入手しているにもかかわ
らず順応できていない経営者が大多数であるという検証がされている (Helfat









































以下事例をフレームワークに適用して分析を行う (図表 51)。  
 






事例１（スナップル） (Helfat 他 ,2010,p.97) 
 経営資源：請負飲料業者・流通業者の大規模ネットワーク  
 価値創造：高温充填包装・ガラス張りの自動販売機・広口ボトル陳列クーラー
開発  



























事例２（ラバーメイド） (Helfat 他 ,2010,p.84) 
 




















うことができる (図表 53)。  
第６節 考察  
 






























































































第五章 中小建設業者再生のためのフレームワーク検討  
 




















































































































ルー・オーシャン戦略の分析なのである (図表 55)。  






















ることもできないのである (図表 56)。  








図表 56 中小建設業者戦略キャンバス実現の課題  
 
【戦略キャンバス】  
①  業界の競争構造の分析 → 分析資源の欠如  
②  ターゲットの明確化  → ライバル社特定の困難  







 中小企業再生のためのフレームワークとしては  
①  自社の競争構造の分析  
②  自社の現在のターゲットの明確化  
③  自社の強み・弱みの明確化  
④  ビジネスモデルの再構築  
⑤  戦略的価格設定とコスト戦略  
⑥  ブルー・オーシャン戦略のチェック  















分野 (ホワイトスペース )の明確化の 2 点が重要である (中田 ,2017ｂ）そしてこの
2 点を理解するためには、①顧客価値提案、②利益方程式、③主要経営資源、④



























ないブル ・ーオーシャン戦略につながるのではないかという仮説である (図表 57)。 
 








たモデルを構築し、その実効性を検討することとする (図表 58)。  
 
 
図表 58 ブルー・オーシャン戦略とホワイトスペース戦略の関連図  
 


















顧客価値を提供するための (図表 26 参照 )②利益方程式③主要経営資源④主要業
務プロセスの検討が重要となるのである。  
ここで前節において検討したブルー・オーシャン戦略のフレームワークにホワ
イトスペースの自社分析の観点を盛り込むこととする (図表 59)。  
 
①   ビジネスモデルの分析  
②  自社の現在のターゲットの明確化  
③  自社の強み・弱みの明確化  
④  ビジネスモデルの再構築  




⑤  戦略的価格設定とコスト戦略  
⑥   ブルー・オーシャン戦略のチェック  
























図表 59 ホワイトスペース戦略の知見をブルー・オーシャン戦略に取り込む  
 






















表 60)となる。  
 





























イナミック・ケイパビリティを入れ込むと図表 61 となる。  
 




うになる (図表 62）。  


















































































第５節 まとめ  
 































































 事例研究においては、まずブル ・ーオーシャン戦略のあてはめを行う (図表 55)。






























第六章 事例研究  
 































  選定した業者はアートリフォーム株式会社、株式会社 TTN コーポレーショ





















































第２節 方法論  
 








に取り組む (田村 , 2006)。定量的研究におけるサーベイ研究は、特定の研究事項に






とで、母集団について重要なことを明らかにしようとする点に特質がある (田村 , 
2006)。  
定性的研究は、定量的研究以外のリサーチ・デザインを包括する残余カテゴリ




連で解釈し識別する (田村 , 2006)。  
















(2) リサーチ・デザインの選択  
リサーチ・デザインとして、ケース・スタディをなぜ選択するのかという点を






























(3) ケース選択  
ケース・スタディを実施する際にどういった基準でケースを選択するのかとい





































































れる (Yin, 1994)。  
このような方法論上の違いもあり、経営学の主要ジャーナルにおいてケース・
スタディを使っている論文の採択率は決して高くない (Gibbert, Ruigrok & Wicki, 
2008; 横澤・辺・向井 ,2013) 。主な理由は経営学全般における研究パラダイムは
いまだに実証主義が主流であり、その視点からみたケース・スタディは、一般化
や客観性の問題、データ収集・分析過程における厳密性の欠如などの課題が多い

















たうえで、2018 年 10 月~12 月にかけてインタビューをおこなったものである。
アートリフォーム株式会社（面談 5 回、電子メール 20 回）、株式会社 TTN 
コーポレーション（面談 5 回、電子メール 10 回）、マックスエンジニアリング株
式会社（面談 3 回、電子メール 8 回）と各々直接面談及び電子メール等によって















(図表 62)再掲  
 
出所：P.126 再掲載  
【分析】のフェーズ  
ブルー・オーシャン戦略の枠組みが適用できる場合  


























第４節 アートリフォーム株式会社の事例研究  
  
(1) 会社の概要  
 会社名 アートリフォーム株式会社（大阪府吹田市）  
 資本金      10,000,000 円  
 売上の推移  34 億円 (H26.3)  42 億円 (H27.3) 45 億円 (H28.3) 




 経常利益推移   5 百万      5 百万     7 百万  
 従業員数   166 名  
 事業内容   住宅内装業  















































































(3)-1 分析のフェーズ  
まず初めに検討しなければならないのは、分析のフェーズにおいて、ブルー・
オーシャン戦略の枠組みをそのまま適用できるかどうかである。この点について、 






































業務プロセスの分析 ②自社の現在のターゲットの明確化 ③  自社のビジネス






いる項目は、以下の 7 項目である。  
①  創業 65 年の確かな歴史  
②  年間 6000 件を超える実績  
③  地域に密着した店舗展開  
④  質の高いサポートを実現するプロフェッショナルな 3 職種  
 （アドバイザー・施工管理・女性プランナー）  
⑤  安心できるサービス体制  
⑥  3D パースや図面作成にも柔軟に対応  
⑦  中古物件購入でのタイミングでのリフォーム提案  
 代表取締役社長の大本哲也氏によると、これらの項目が自社において強みだと































































































































(4) 現在のアートリフォーム株式会社  














































図表 64 アートリフォーム株式会社受注拡大戦略  
 








図表 65 戦略の反映  
 
出所：筆者作成  
め細かい対応を継続する必要がある (図表 64)。このような WEB からの受注とい
う差別化が根底にあることが最も大きな強みであるということができる。つまり、





見込み客を開拓しているということができる (図表 65)。  











図表 66 施工事例  
 
物件種別  戸建    
施工費 約 1260 万円   
施工内容   解体・造作工事  
        水廻り入替  
        内装工事  
フローリング工事   
サッシ・建具工事  
          塗装工事  
          電気工事  
          外壁・屋根塗装工事  
          外構工事  
リペア、雑工事   
工期 約２か月   



































































































いう典型的なケースであるといえる (図表 68)。  
 







































第５節 株式会社 TTN コーポレーション  
 
(1) 会社の概要  
 資本金     3000 万円  
 売上の推移   58 億円（H27.3）   58 億円 (H28.3   54 億円 (H29.3) 
 経常利益推移  1 億 2 千万円     2 千万円     2 億７千万円  
 従業員数    450 人  
 事業内容 住宅内装業  
 代表取締役 辻野福三郎  
 



















図表 69 畳ブランド  
 
 
出所：株式会社 TTN コーポレーションウエブサイト  




























立し、主力商品として定着させている  (図表 71）。  
 
































(3) フレームの適用  
(3)-1 分析のフェーズ  
まず初めに検討しなければならないのは、分析のフェーズにおいて、ブルー・
オーシャン戦略の枠組みをそのまま適用できるかどうかである。この点について、































































 代表取締役辻野福三郎氏は、ここに新しい顧客価値があると判断した。  

















































(4)  TTN 社の戦略の再構築  























































施工範囲を広がるべく、外部からリソースを獲得する M＆A にも力をいれている。 
 つまり、株式会社 TTN コーポレーションは当時の 24 時間施工体制という突出
したビジネスモデルをベースしつつも、それに満足することなく、新しい展開を
図るべく、いくつかの領域への進出を目論んでいたのである。しかし、図表 74 に



















①  新しい業務プロセスの確立  
畳の 24 時間営業によって飲食店に新しい価値を提供したのちに、株式会社
TTN コーポレーションが取り組んでいるのが、和の総合プロデュースと海外展開













































































































(5) まとめ  



























第６節   マックスエンジニアリング株式会社  
 
(1) 会社の概要  
 資本金 20,000,000 円  
 売上の推移    H29       H28       H27 
       13 億 4 千万円    10 億 4 千万円   6 億 8 千万円  
 経常利益   1 千 9 百万円     1 憶 3 千 5 百万円  4 千 5 百万円  
 事業内容 土壌調査・土壌改良  























































































①  主要経営資源・業務プロセスの分析  
②  自社の現在のターゲットの明確化  















 図表 76 マックスエンジニアリング株式会社の主要な事業  
 









で一貫して取り扱うことがでこいる数少ない業者である (図表 77)。  
土壌調査・改良事業においては専門性が高く、有資格者が必要である。社内に
おいて資格取得を推進することが売上向上には必要不可欠であり、社内教育の充

























































































































































































ではあるが、将来的には採算がとれる事業であると考えている (図表 81)。  
 



















①  自社経営資源・業務プロセスの分析  





























































 新しビジネスモデルをもとにした環境事業のイメージを図示すると図表 81 の
ようになる。  
 



































図表 82 環境事業のフレームワーク  
 
出所：筆者作成  


















































第７節   まとめ  
 
 本章では、6 章 (表図 62)で提示した中小企業再生のフレームワークを用いて、
アートリフォーム株式会社、株式会社 TTN コーポレーション、マックスエンジ














































































７ 終章  
 
第１節 本論文の問題意識と要約  
 
 我が国の建設業界は、平成 4 年をピークにその投資額は、84 兆円から平成 22
年には約半分の 41 兆円にまで落ち込んだ。その後、現在では約 50 兆円にまで回
復したものの、以前のような規模には至っていない。建設業界での就労者も、ピ
ーク時の 685 万人（平成 9 年）から平成 27 年には 500 万人と減少している。同









































































































 第 4 章では、このような判断基準を提供する理論としてダイナミック・ケイパ
ビリティ論について検討した。「内部・外部のコンピタンスの統合・構築・再配置







































































 株式会社 TTN コーポレーションは、２つの観点から分析を行った。第１の分
析は、ブルー・オーシャン戦略の枠組みをそのまま適応できた事例である。24 時




































第２節 理論的含意  
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